
三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例 
（平成十五年三月十七日三重県条例第三十一号） 

 
改正 平成二十一年七月六日三重県条例第五十八号 

 （目的） 
第一条 この条例は、県が補助金等の交付により実現しようとする多様な行政目的を確実

かつ効果的に達成するため、補助金等の基本的な考え方、見直し、評価等について定め、

もって社会経済情勢の変化に的確に対応し、公正で透明性の高い、効率的な県政の実現に

資することを目的とする。 
 （定義） 
第二条 この条例において「補助金等」とは、県が国及び県以外の者に交付する次に掲げ

るもので、法令又は条例において県が交付する対象、額及び方法のいずれもが定められて

いるもの以外のものをいう。 
 一 補助金 
 二 負担金（県に相当の反対給付のないものに限る。） 
 三 利子補給金（元利補給金を含む。） 
 四 その他相当の反対給付を受けない給付金 
２ この条例において「補助事業等」とは、補助金等の交付の対象となる事務又は事業を

いう。 
３ この条例において「補助事業者等」とは、補助事業等を行う者をいう。 
４ この条例において「間接補助金等」とは、次に掲げるものをいう。 
 一 国及び県以外の者が相当の反対給付を受けないで交付する給付金で、補助金等を直

接又は間接にその財源の全部又は一部とし、かつ、当該補助金等の交付の目的に従って

交付するもの 
 二 利子補給金又は利子の軽減を目的とする前号の給付金の交付を受ける者が、その交

付の目的に従い、利子を軽減して融通する資金 
５ この条例において「間接補助事業等」とは、前項第一号の給付金の交付又は同項第二

号の資金の融通の対象となる事務又は事業をいう。 
６ この条例において「間接補助事業者等」とは、間接補助事業等を行う者をいう。 
 （補助金等の基本的な考え方） 
第三条 補助金等は、県民の要望に合致し、県民の福祉の向上及び利益の増進に資する公

益上の必要があるものでなければならない。 
２ 補助金等は、補助事業等及び間接補助事業等における県、補助事業者等及び間接補助

事業者等の役割分担及び協働の在り方、補助金等の交付以外の方法の可能性等を十分に考

慮したものでなければならない。 
３ 県は、県民に対し、補助金等に係る情報を積極的に提供するよう努めなければならな



い。 
 （補助金等の見直し） 
第四条 県は、社会経済情勢の変化に的確に対応して、補助金等の新設、充実、整理、統

合、廃止その他の見直しに努めなければならない。 
２ 県は、補助金等の見直しを行うに当たっては、次に掲げる事項について検討を行い、

適時に、その検討状況を公表するよう努めなければならない。 
 一 補助事業等又は間接補助事業等の性質及び内容 
 二 補助金等の交付の目的、必要性及び効果 
 三 補助金等の交付の基準及び額 
 四 補助事業者等又は間接補助事業者等の自立の状況、見込み及び可能性 
 五 補助金等の交付以外の方法の可能性 
 六 地域における公益実現に向けての県及び県以外の者並びに県以外の者相互間の協働

の在り方 
 七 その他必要と認める事項 
 （補助金等に係る資料の提出） 
第五条 知事は、予算を議会に提出する場合において、一の事務事業につき一の補助事業

者等に対し千万円以上の補助金等を交付することが見込まれるときは、当該見込まれる補

助事業者等ごとに次に掲げる事項を内容とする資料を作成し、併せて提出するとともに、

当該資料を公表するものとする。ただし、当該補助金等が、法令により補助事業等に係る

費用の全部又は一部について県が負担しなければならないものであるときは、この限りで

ない。 
 一 補助金等の名称 
 二 補助事業者等の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主た

る事務所の所在地） 
 三 補助金等の交付の予定額及び予定時期 
 四 補助事業等の内容 
 五 補助金等の交付の目的、根拠及び理由 
 六 補助金等の交付に係る公益性の判断及び理由 
 七 その他知事が必要と認める事項 
 （交付決定実績調書） 
第六条 知事は、一の事務事業につき一の補助事業者等に対し七千万円以上の補助金等の

交付の決定（契約の承諾を含む。以下同じ。）を行ったときは、当該補助金等の交付につ

いて次に掲げる事項を内容とする調書（以下「交付決定実績調書」という。）を作成し、

その概要を公表するとともに、当該交付金決定実績調書のうち、一の事務事業につき一の

補助事業者等に対する五億円以上の補助金等の交付の決定に係るものを、議会に提出しな

ければならない。ただし、当該補助金等が、法令により補助事業等に係る費用の全部又は



一部について県が負担しなければならないものであるときは、この限りでない。 
 一 補助金等の名称 
 二 補助事業者等の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主た

る事務所の所在地） 
 三 補助金等の交付の決定額 
 四 補助事業等の内容（間接補助事業等を含む場合にあっては、当該間接補助事業等の

内容を含む。） 
 五 補助金等の交付の目的、根拠及び理由 
 六 補助金等の交付により実現しようとする政策、施策及び目標 
 七 前号の政策及び施策を実現させるための補助金等の交付以外の方法の可能性 
 八 その他知事が必要と認める事項 
２ 前項第六号に掲げる事項については、数値の設定その他の方法により可能な限り客観

的に示すよう努めなければならない。 
３ 第一項の規定による提出は、遅滞なく、その交付の決定の後招集される定例会におい

て行われるものとする。 
４ 前三項の規定は、補助金等の交付の決定を変更した場合に準用する。この場合におい

ては、直近の当該変更した交付の決定に係る交付決定実績調書を作成し、提出及び公表

するものとする。 
 （評価） 
第七条 知事は、交付決定実績調書に記載された補助金等について交付すべき額を確定（三

重県補助金等交付規則（昭和三十七年三重県規則第三十四号）第十三条第一項に規定する

確定をいう。）したときは、当該補助金等の交付について、あらかじめ定める基準に従い

評価を行うものとする。 
 （年次報告） 
第八条 知事は、毎会計年度終了後六月以内に、その年度における補助金等の実績につき、

次に掲げる事項を年次報告として取りまとめ、議会に提出するとともに、公表しなければ

ならない。 
 一 補助金等の交付に係る全体状況 
 二 一の事務事業につき一の補助事業者等に対し千万円以上の補助金等を交付した場合

における事務事業及び補助金等の名称、補助事業者等の氏名（法人にあっては、その名

称及び代表者の氏名）並びに補助金等の交付の額及び根拠 
 三 前条の規定による評価の結果 
 四 立入調査その他の監督の実施状況 
 五 補助金等の見直しの状況 
 六 その他知事が必要と認める事項 
２ 前項第一号に掲げる事項については、知事があらかじめ定めるところにより、補助金



等の交付に係る分野、目的等の区分を明らかにするものとし、過去の実績との対比等によ

り、明確かつ平易に記述するよう努めなければならない。 
 （議会の措置等） 
第九条 議会は、交付決定実績調書に係る補助金等以外の補助金等について、特に必要が

あると認めるときは、知事に対し、議決により第七条の規定による評価に準ずる評価を行

うよう求めることができる。この場合においては、同条の規定を準用する。 
２ 議会は、交付決定実績調書に係る補助金等以外の補助金等について、特に必要がある

と認めるときは、知事に対し、議決により第七条第一項又は第二項の規定による評価に準

ずる評価を行うよう求めることができる。この場合においては、同条の規定を準用する。 
３ 議会は、必要があると認めるときは、議決により補助金等について評価を行うものと

する。 
４ 議長は、第一項又は第二項の議決に係る議案の審査又は調査のため必要があると認め

られるときは、知事に対し、報告、資料の提出等を求めるものとする。 
５ 議長は、第一項から第三項までの議決に係る議案の審査又は調査のため必要があると

認めるときは、知事に対し、報告、資料の提出等を求めるものとする。 
６ 議員の定数の十二分の一以上の者は、議長に対し、前項の報告、資料の提出等を求め

るよう要請することができる。 
７ 議会は、前条第一項の年次報告について、必要があると認めるときは、知事に対し、

議決により意見を述べることができる。 
８ 第一項、第二項又は前項の議決があった場合には、知事は、その権限の範囲内におい

て、当該議決の趣旨を尊重するよう努めるものとする。 
（暴力団等の排除） 
第九条の二 県は、補助金等を暴力団等に交付することのないよう、各補助金等の交付の

目的、趣旨等を勘定しつつ、必要な措置を講ずるものとする。 
 （補助事業者等の情報公開） 
第十条 補助金等の交付を受ける補助事業者等で、一の年度における一の補助事業等に対

する補助金等の交付の決定の額の合計が七千万円以上となったものは、当該七千万円以上

となった日から当該補助事業等の完了の日後二年を経過する日までの間、当該補助金等及

び当該補助事業等に係る情報の公開に努めるものとする。 
 （委任） 
第十一条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 
   附 則 
１ この条例は、平成十五年四月一日から施行する。 
２ この条例の施行後三年を経過した場合において、この条例の施行状況について検討を

加え、必要があると認めるときは、所要の措置を講ずるものとする。 



   附 則（平成二十一年七月六日三重県条例第五十八号） 
 （施行期日等） 
１ この条例は、公布の日から施行し、次の各号に掲げる規定は、それぞれ当該各号に定

める事項について適用する。 
 一 この条例による改正後の三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例

（以下「新条例」という。）第六条の規定 平成二十一年六月一日以降に交付の決定を

行った、又は交付の決定を変更した補助金等の交付 
 二 新条例第七条の規定 平成二十一年四月一日以降に交付すべき額を確定（三重県補

助金等交付規則（昭和三十七年三重県規則第三十四号）第１３条第一項に規定する確定

をいう。）した補助金等の交付 
 三 新条例第八条第一項の規定 平成二十一年度以降における補助金等の実績 
２ この条例による改正前の三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例第

七条の規定による評価、報告及び公表については、これを要しない。  


